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１．コンプライアンス

〔ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関するｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ〕
ｏ 全社及びｸﾞﾙｰﾌﾟ大のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの取組みについては、社長を委員
長、ＣＳＲ担当副社長を副委員長とし、社外有識者などで構成するｺﾝ
ﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会による ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行い、その意見等を反映すること
で、継続的な改善に努めています。

ｏ また、委員会の審議結果については、遅滞なく取締役会に報告し、
経営ﾄｯﾌﾟ層が率先垂範しています。
なお、最近の主な取組みは以下のとおり。

① 不祥事発生時の社長ﾒｯｾｰｼﾞ発信（H25.8)

② 経営幹部会議において、不祥事発生防止に向けた取組みについ
て、経営幹部間で意見交換(H25.10)

〔不祥事発生防止に向けた取組み〕
ｏ 同種の不祥事事案が継続発生していることを重く受け止め、ｸﾞﾙｰﾌﾟ
全体での不祥事発生防止に向けた取組みとして、発生時の速やかな
情報共有と再発防止策の水平展開を図る仕組みを構築しました。
（H25.7)

ｏ また、 この仕組みの中で、本質的な原因分析による再発防止策に
ついて、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進事務局と関係本部が連携して検討していま
す。

〔従業員への意識啓発〕
ｏ 職場研修や階層別研修において、少人数での事例研究により、問
題の本質を考えさせ、各自が気付きを得られるよう、実効性を重視し
たｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修の実施に努めて参ります。

ｏ 今後も、以下のような取組みにより、更なる意識浸透を図っていく考
えです。
① 更なる実効性向上のため、当社ｸﾞﾙｰﾌﾟにおける発生事案を事例
集にとりまとめ、研修での事例研究に活用(H25.11予定)
② 私事も含めた不祥事の発生防止に向け、各職場における指導・
対話を強化（支援ﾂｰﾙを作成・配付）(H25.11予定)

最新の取組み状況

各施策の実効性については、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会に
おいてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行い、その結果を反映することに
より、向上させていきます。
・不祥事の発生時には、ﾘｽｸ・危機管理対策会議
の機動的な開催などにより、本質的な原因分
析に基づく再発防止策の検討・実施について、
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会事務局である地域共生本部
が主管本部を主導します。
・現在、全社で実施中の職場研修や社員研修所
での階層別研修において、研修担当者から、ｺ
ﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの重要性を説明の上、取組みの動
機付けを十分に行っています。
・また、職場研修や階層別研修では、事例研究
を通じて、問題の本質や対策について、従業員
間で活発な議論を行っているところです。

〔H24年度研修実績〕
・職場研修：本店は全従業員、支社ｴﾘｱは延べ
6,059名が受講
・階層別研修：延べ1,792名（７研修）が受講

過去の委員会への報告内容

組織の運営上のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽはｶﾞﾊﾞﾅﾝｽと一
体となるものであり、その有効性、実効性を
検証し、原子力部門だけではなく、全社の
取組みとして推進されたい。
・ コンプライアンスが企業にどの程度浸透しているの
か評価することは難しく、不祥事等が 発生している
事実を重く受け止めること。
・ 従業員への研修は、単に覚え込ませるだけでなく、
考えながら気付くような取組み等、更なる工夫をする
こと。
・ 従業員への研修は、効率性も必要であるため、要
した時間や回数だけで評価することなく、一定時間
でどれだけ浸透したかも評価されたい。
・ 会社全体としてコンプライアンス意識の浸透を図る
ためには、上層部へのコンプライアンス意識の浸透
も重要。
・ 会社全体としての対応も必要であるが、個体の状
況を見ながらの指導などキメ細かく対応していくこと
も必要。

第4回
(H25.7.31)
助言④

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ違反の要因によって、対策は
違ってくるので、問題の本質をしっかり分析
して、対策の効果を検証されたい。

第4回
(H25.7.31)
意見⑤

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関しては、全社的なｼｽﾃﾑは
既に出来上がっており評価できる。原子力
部門のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを更に強化するためにも、
このｼｽﾃﾑが実際に効果を発揮し、各施策
の実効性を更に高めるよう努力されたい。

・ 社員にコンプライアンスの重要性を説明し、取
組みの動機付けを徹底

・ 再発防止策の検討・実施にあたっては、本質的
な発生原因を明らかにして、その原因を確実に
除去する等、守れる環境を整備

・ コンプライアンス行動指針にある問題行為や、
実際の違反事例等における問題の本質を理解し、
その本質を踏まえた対策を各職場で議論

など

提言（助言・意見）内容

第2回
(H24.12.14)
助言①
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２．原子力の安全性

〔全社をあげた更なる安全追求〕
ｏ 全社大の安全の取組みについては、保安推進委員会(年2回)において、
設備保安と安全確保に関する重要事項の審議・調整を行うとともに、中
央安全衛生委員会(年3回)、職場安全衛生委員会(月1回)において、全
社大及び職場での安全衛生に関する事項の調査,審議等を着実に実施
するなど、全社大での推進体制のもと、引き続き安全追求に努めており
ます。

〔原子力災害発生時の総合力向上〕
ｏ 万一の原子力災害発生時には、本店において即応センターを立ち上げ、
国・自治体との情報共有を図るとともに、発電所への支援を行う体制を
構築し、事業者防災業務計画に明確化しました。

ｏ また、国主催の訓練においては、住民避難を司るオフサイトセンターへ、
事業者防災業務計画に基づき、本店より役員を派遣し、自治体との連
携を行っています。

ｏ なお、事業者防災業務計画については、毎年度見直しを検討することと
しており、現在、地域防災業務計画との整合性などについて、本店が関
係自治体を訪問し、各自治体と協議中です。今後、協議が整い次第、修
正し、公表する予定です。

本委員会で頂いた意見等を踏まえ、危機管理体制の実効性
等を高めるため、以下の取組みを推進します。
① 日常業務との両立（事業継続計画の実効性向上）
・危機発生時における社会機能維持のため、重要業務を
継続する必要人員などについて定めた｢事業継続計画｣
をＨ19年度に策定済みです。
・この「事業継続計画」について、業務の内容や具体的な
運営方法などの精査等を行い、同計画の実効性の向上
を図って参ります。（平成25年度）

② 広報体制の充実
・関係委員（経営層）の協議により判断する会議（総本部
会議）を開催し、情報公開内容を協議・決定します。
・専任ｽﾎﾟｰｸｽﾏﾝを設置します。
・「原子力災害問合せｺｰﾙｾﾝﾀｰ」を設置します。

③ 事故収束・地域防災体制
・事故収束は、発電所を主体とした原子力部門を中心に
対応します。
・地域防災の支援は、原子力部門以外の部門を中心に対
応します。

福島事故を踏まえた原子力の安全性向上対策については、
設備改善にとどまらず、組織面やﾘｽｸ・危機管理面からも、
原子力以外の各部門の視点からﾁｪｯｸを行うなど、全社をあ
げて取組んでいるところです。
全社的な安全の取組みとしては、「九州電力ｸﾞﾙｰﾌﾟ行動憲
章」に「社会安全確保のための設備対策や技術改善はもとよ
り、公衆安全や作業従事者の安全確保を最優先するという
「安全文化」を醸成する。」という原則を掲げるなど、安全第
一の方針を全社で共有しています。また、保安推進委員会
及び安全衛生委員会を中心とする全社大の推進体制を構築
しています。
万一の原子力災害発生時の対応については、今回、全社大
の対応体制を整備するとともに、地域防災対応等について
自治体と協議を行ったうえで、事業者防災業務計画を策定し
国へ届出ました。
現在これらの体制で取り組んでいますが、今後も、原子力や
電気事業に対する社会の安全・安心の視点を強く意識する
とともに、確実にＰＤＣＡｻｲｸﾙを回すこと等により、更に安全
文化を発展させる取組みを推進していきます。

過去の委員会への報告内容

ｏ 本委員会で頂いた意見等を踏まえ、危機管理体制の実効性等を高める
ため、左記の項目について更なる検討を進めております。

① 日常業務との両立（事業継続計画の実効性向上）
・ 現在、危機対応時にも継続が必要な優先業務内容及び必要人員を
精査しています。

② 広報体制の充実
・ 情報公開の方針(内容・方法等)は、総本部会議にて経営層の協議
により判断・決定するよう整理しました。
・ また、技術的な内容を分かりやすく正確に伝える観点から、専門知
識を有するｽﾎﾟｰｸｽﾏﾝ(発電本部部長ｸﾗｽ)を選定しました。
・ 「原子力災害問合せｺｰﾙｾﾝﾀｰ」の対応要員名簿、運用ﾏﾆｭｱﾙの整
備など、より実践的な対応に向けた準備を進めています。

③ 事故収束・地域防災体制
・ 原子力災害時の対応体制について、整理しました。
・ 国の原子力防災訓練（10/11～12）、社内訓練等において、外部電
源復旧や後方支援拠点支援など検証を行い、役割分担や連絡ﾙｰﾄ
等の見直しを検討して参ります。

最新の取組み状況

危機管理体制の実効性をより高
いﾚﾍﾞﾙで担保するため、多様な
視点から更なる検討を行うこと
が望ましい。
・危機管理体制の実効性をよ
り高いﾚﾍﾞﾙで担保するため、
日常業務との両立など、多
様な視点から更なる検討（Ｆ
Ｓ）を行うことが望ましい。
・広報に関しては、分かりや
すさ、正確さと同時に災害
時の不確定性やまれな事
故に関しても専門的に十分
な発信ができるように十分
な体制を敷くこと。
・事故収束と、地域防災に必
要な機能と役割を整理して
双方に対応できる危機管理
体制を構築すること。

第3回
(H25.3.29)
助言②

福島の事故原因に対応した設
備改善については、一定のﾚﾍﾞ
ﾙにあると評価できる。引き続き、
九州電力の安定供給を実現し
ていくためには、全社をあげた
更なる安全追求を求めたい。
原子力災害発生時には、発電
所が事故収束対応に集中する
ことになるので、地域の防災対
応など本社の支援による総合力
の向上に努めることが重要であ
る。

提言（助言・意見）内容

第2回
(H24.12.14)
助言②

① 体制整備に関する事項(1/2)
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ｏ 平成２５年１０月４日、原力規制庁において、平成２４年度の原子力防
災訓練結果について、「第１回原子力事業者防災訓練報告会」が開催さ
れ、他電力及び規制委員会との意見交換を行っています。

ｏ その中で、ＴＶ会議システムの有用性を最大限活用することと、国の過
剰な質問により発電所の対応を阻害してしまうという相反する事項の最
適化について、課題提起があり、今後訓練を通じ議論していくこととなり
ました。

ｏ 平成２５年１０月１１，１２日には、川内原子力発電所を中心とした国主
催の原子力総合防災訓練が実施されました。

ｏ 当社としては、消火活動や道路復旧を行う訓練、事故対策資機材の準
備・操作訓練、国・自治体との情報共有訓練など多岐に渡る訓練を実施
しております。

ｏ ＴＶ会議システムを活用した国との情報共有訓練では、国の質問対応
者と発電所対応者を分けることにより、本店即応センター内の情報の錯
綜や発電所の対応阻害を回避でき、今後の対応のベースのひとつとなり
うる結果でした。今後の訓練においては、本訓練をベースに更なる改善を
図って参ります。

ｏ 今回の訓練は当社にとって出発点であり、原子力部門だけではなくそ
れぞれの立場の者が、原子力の安全を守るためにどうすれば良いのか
を考えさせられる教訓に満ちた訓練でした。

ｏ 今回の反省点を踏まえて、通報体制の一層の整備・習熟を図ると共に
原子力防災体制の更なる強化・充実に向けた取り組みを、全社一丸と
なって、しっかりと行って参ります。

ﾒﾃﾞｨｱ等に対する積極的な情報発信について、関係委員
（経営層）の協議により判断する会議（総本部会議）を開
催し、迅速な意思決定を行う体制を整備するとともに、そ
の実効性について、訓練による検証を行って参ります。

本委員会で頂いた意見等を踏まえ、原子力災害時に事
業者として必要な取組みを体系的に整理し、それぞれの
取組みに必要な訓練項目の洗出しと目標を設定した計
画を作成し、ＰＤＣＡを回すことにより、継続的な改善を進
めて参ります。
なお、現時点での主な訓練の整理状況は以下のとおりで
あり、今後、訓練毎の目標設定を行います。
・社内外への通報、要員の参集等：通報訓練
・事故収束の活動等：緊急時対応訓練、ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ訓練
・放射性物質の放出状況確認のための緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ等：ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ訓練
・管理区域での負傷者発生対応等：緊急被ばく医療訓
練
・社外関係機関との連携、要員参集等：防災訓練（総
合訓練）

訓練実施後は、目標を踏まえた評価を行い、順次、防災
上の取組み改善、訓練の高度化を図って参ります。

過去の委員会への報告内容

ｏ 本委員会からの提言等を受け、災害発生時の情報発信については、原
子力防災体制の枠組みの中で、迅速な情報発信ができるよう、発信する
情報の内容を検討中です。
また、情報発信に係る意思決定を迅速に行う訓練の実施についても検
討中です。（H25年度実施予定）

ｏ ﾏｽﾒﾃﾞｨｱをはじめＨＰや携帯メール等を活用した情報発信や、自治体等
への情報連絡ﾙｰﾄについて整理を行いました。（H25.4）

ｏ 併せて、問合せ対応に必要な情報について、対応者(コールセンター対
応者を含む)がシステム上で共有するルールについても、制定しています。
（H25.10）

ｏ 今後とも、社外の知見や訓練等を通じ、常に改善を図って参ります。

最新の取組み状況

災害発生時の情報発信については、
自らがどうすべきかを検討すべき。
その検討と訓練の結果から、国等
へも必要な要望を出し、防災力の
向上を図ることが望ましい。

第3回
(H25.3.29)
助言⑤

訓練については、一度の訓練では
目的に制限があるため、個々の訓
練を体系的に整理し、ﾚﾍﾞﾙを上げ
ていく検討が必要。実施した訓練を
個別に行政に報告し評価を受ける
だけでなく、事前に訓練の体系化を
行い、「訓練が必要な項目を体系的
に把握していること、そして、その項
目を順次向上確認していく体制が
ある」ということを示してほしい。

提言（助言・意見）内容

第3回
(H25.3.29)
助言④

① 体制整備に関する事項（2/2）
２．原子力の安全性
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② 設備対策に関する事項

ｏ 炉心冷却能力の増強のためのループは格納容器外では ありますが、
放射線の管理区域内である補助建屋に配備しています。今後とも放射
能に対する安全性に配慮した管理を行って参ります。

・ 設備の変更のみでなく、設備や運用を変更した場合は、 品質マネジ
メントシステムに基づき、関係箇所と事前協議を行うとともに、関係箇
所のみでなく全課に対し、チェックシートによる確認を行うこととしてい
ます。

・ さらに、重要な事項については、所長を委員長とし、各課長以上が委
員となっている会議体で審議することとしています。今後とも、設備や
運用変更に伴う管理については、しっかりと行って参ります。

・ また、今回新たな設備を導入していることから、その設備に係る訓練
を繰り返し行い、手順の検証を行いながら、継続的に改善を図っていき
ます。

最新の取組み状況過去の委員会への報告内容

現在実施している安全活動をしっかりと継続すると
ともに、以下のﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ両面の対応についても検
討されたい。
• 炉心冷却能力の増強のための格納容器外へ
のﾙｰﾌﾟを利用しているが、事故時の放射能の
格納容器外への移動対策等における安全性
の検討もお願いしたい。
• 必ずﾁｪｯｸすべきは変更管理で、設備を変える
ことで何が変わったかを変更管理の視点で
ﾁｪｯｸすること。新たな対策はこれまでと違うﾘｽ
ｸを発生させるので、注意が必要である。

第4回
(H25.7.31)
助言②

提言（助言・意見）内容

２．原子力の安全性
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ｏ ７月の新規制基準への適合性確認申請を踏まえ、申請に関する記
者発表資料を掲載するとともに、ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ「原子力発電所の安全対
策」のﾊﾞﾅｰを拡大し、お客さまが原子力に関する情報を素早く検索
できるよう見直しを行いました。

ｏ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにおいて、各種訓練の様子を写真や動画で分かりやすく
紹介するとともに、説明資料においては、設備面の対策を紹介する
だけでなく、発電所長の安全に対する思いを掲載するなど、お客さま
により安心いただけるよう伝え方を工夫しました。

ｏ また、各支社に設置した原子力広報・防災担当等は、自治体に対
し、安全対策の進捗状況や各種訓練の実施状況等について、情報
提供を行っています。

現在実施している安全活動をしっかりと継
続するとともに、以下のﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ両面の対
応についても検討されたい。
・安心に繋がるｿﾌﾄ面が見えないので、外部
の人にもわかるように紹介されたい。

第4回
(H25.7.31)
助言②

ｏ 本委員会の活動については、当社ＨＰで委員会資料や議事概要、
提言等を公開するとともに、毎年発刊する『ＣＳＲ報告書』において、
その活動状況を紹介しています。

ｏ 原子力の業務運営に関する・透明性の一層の向上に向けては、本
委員会の活動を更に積極的に紹介していくことが必要と考えていま
す。具体的には、委員会設置後１年が経過することから、今年度中
に委員会の活動を一旦総括し、その結果を当社ＨＰで紹介するなど
の積極的な情報公開を推進して参ります。

ｏ 再発防止策については、現在、保安推進委員会（委員長：副社長）
において、災害発生の課題を抽出し、取組み強化事項として各本部
の計画等に確実に織込むと共に、安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙ等における委託請負
先での実施状況の確認及び周知を徹底するなど、効果的な全社展
開を実施しています。

ｏ 今後とも、社外の知見等を活かしながら、災害ｾﾞﾛを目指した取組
みを引き続き推進して参ります。

最新の取組み状況

安全については、これまでも様々な取組みを推進し
ていますが、労働災害や委託請負災害等は、依然と
して発生しています。（災害発生状況等は「ＣＳＲ報
告書」にて社外公開）
（http://www.kyuden.co.jp/library/pdf/csr/2013/csr
2013_report_3_130809.pdf）
このような現状を踏まえ、今後とも、安全に関する
様々な取組みについてはＰＤＣＡを回し各施策の効
果の検証を行うと共に、事故発生原因の分析等を確
実に行い、何が十分でなかったのか、何故事故が発
生したか要因を分析し、再発防止策の全社展開を行
うなど、災害ｾﾞﾛを目指した取組みを引き続き推進し
て参ります。

当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでは、原子力発電所の安全対策や訓
練の実施状況を映像で紹介するなど、一般のお客さ
まから見て分かり易い内容としていきます。

過去の委員会への報告内容

本委員会の活動内容をお知らせする等、ｿﾌ
ﾄ面についてもしっかり伝えるべき。

第4回
(H25.7.31)
意見②

全社をあげた安全の取組みを説明する場
合は、以前と何が異なり、その効果はどの
ようなものであるかということを明確に説明
し、九電の新たな取組みに対する市民の信
頼を得るようにするべきである。

第3回
(H25.3.29)
助言③

「緊急安全対策等の訓練実績」等をﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞで紹介する際は、安全対策に関する
九州電力の活動を正しく判断してもらえるよ
うに、内容の知らせ方に工夫を加えた方が
良い。

第2回
(H24.12.14)
意見①

提言（助言・意見）内容

③ 安全の取組みの伝え方に関する事項

２．原子力の安全性
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３．社会とのコミュニケーション

原子力に関するﾘｽｸを含めた現状を説明
し、安全や安定供給に関するｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
の意見を聞き、その内容を九州電力の施
策に反映する仕組みを考えて欲しい。

第2回
(H24.12.14)
意見④

当社では、対話によるお客さまとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを行う「お客さま対話
活動」に全社を挙げて取り組んでいるところです。今回のご意見を踏
まえて、さらにお客さまとの対話に積極的に取り組んでまいります。
広報活動や日常の事業活動を通じて得られたお客さまの声について
は、定期的に取りまとめて経営層に報告していますが、経営や事業運
営へ適切に反映できるよう、更に努めていきます。

「九州電力の思い」など市民と共有できる
ものを見つけ、原子力の施策に限定せず
客観的な立場で、九州電力と市民のｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝを強化することが重要。

第2回
(H24.12.14)
意見③

（１） 【お客さまの声の分析について】

ｏ お客さまの声を全社及び各本部の事業運営につな
げていくための方策として、部門横断チーム（お客さ
まの声ＣＦＴ）が以下の観点から新たな仕組み作りを
検討中です。
・お客さまの声の収集・分析
・お客さまの声の迅速な反映
・お客さまへのフィードバック

ｏ １２～１月を目処に経営層へ報告予定です。

（２） 【コミュニケーション活動の現状について】

ｏ 原子力の安全対策だけではなく、電気料金値上げ、
節電のお願い等のテーマに応じた説明・対話を実施
しています。（お客さま対話活動）
・ 平成24年度は、約11万人のお客さまと対話を実施
しました。
・ また、お客さまからのご意見・ご要望は、社内ｲﾝﾄﾗ
でお客さまの声を共有する仕組み「ライブボイス」を
導入し、経営層をはじめ全社にてタイムリーな情報
共有を実施しています。

ｏ 昨年に引き続き、９月から 「経営トップ層による対話
の会」を実施しており、対話の会に出席のお客さまと
の有意義な意見交換を行うため、「社員ファシリテー
ター」の導入も行うなど、対話・傾聴をより一層重視
するよう改善しました。

ｏ 今後も、電気料金値上げ説明訪問等で築いた消費
者団体など様々なﾈットワークを活用し、社員による
Ｆace to Ｆaceのコミュニケーションに継続して取り組
んで参ります。

※ なお、お客さまの声の業務への反映については、
上記（１）のとおり

最新の取組み状況

【広報、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの役割・目的・手法・効果について】

【お客さまの声の分析について】
＜これまでの取組み＞
当社にいただいた「お客さまの声」は、業務運営に活かすため分析していますが、複数
本部がそれぞれ異なる視点やﾚﾍﾞﾙ感で収集・分析・詳細抽出・検討を行っています。

＜課題＞
よりお客さま視点に立った業務改革を進めていくことが求められる。
お客さまﾆｰｽﾞを全社的な視点で把握できていない。

＜現在の取組み状況＞
これまでの本委員会で頂いたご意見等も踏まえ、よりお客さま視点に立った業務改革に
資するよう、部門横断的な検討チームを結成し、全社的な視点に立って、お客さまﾆｰｽﾞ
を把握し、経営や業務改善に更に有効に活用する検討を進めています。

【ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の現状の体制・課題・対応について】
＜体制＞
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の主な取組みである「お客さま対話活動」は、経営層をはじめ全社一
丸となり取り組んでいます。

＜効果の評価＞
お客さま対話活動は全社一丸で取り組んでいるが、当社の取組みをお知らせすること
が多く、お客さまの声を十分にお聴きできているとまではいえない。
業務改善に繋がるお客さまの声を十分に収集できているとはいえない。

＜課題＞
お客さまの声をお聴きすることに重きを置く必要がある。
お客さまの声を業務に迅速に反映させるとともに、その結果をお客さまへﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸする
仕組みを確立する必要がある。

＜現在の取組み状況＞
これまでの本委員会で頂いたご意見等も踏まえ、お客さまのご意見の聴取と意見交換
を重視した対話活動を行っています。
なお、本委員会での提言を受け、H23年度以降休止している「お客さま満足度調査」の
再開を検討しております。
※ 9～11月に、「経営層によるお客さまとの対話の会」を各支社単位で開催
※ お客さまの声の業務への反映については上記の通り

過去の委員会への報告内容

広報の役割と、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動
の役割をその目的、手法、効果
の観点から整理されたい。
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を、経営に
有効に活用するためには、
お客さまの声を解析する等、
必要な分析を実施すること。
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動は、今後の
九電の業務改革において非
常に重要な役割であること
を認識し、その体制や効果
の評価等、社会のﾆｰｽﾞ、九
州電力として望んでいる目
的の達成等の観点から、現
状の課題・対応について検
討されたい。

第3回
(H25.3.29）
助言⑥

提言（助言・意見）内容

① コミュニケーションの考え方に関する事項(1/2)

ﾌｪｲｽ･ﾄｩ･ﾌｪｲｽでお
客さまの声をお聴
きでき、お客さまと
密な対話が可能

お客さま対話活動（訪
問活動、説明会・懇談
会）、見学会、お便り
BOX（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ） 等

当社に対するお客さまの
声を事業活動に役立てる
とともに、当社の取組みを
知っていただく

お客さまの声（ご意
見・ご要望）をお聴きし、
当社の取組み・情報を
お伝えする

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

情報を広く効果的
に発信できる

記者発表、新聞広告、
ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ広告、ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 等

当社の取組みを知ってい
ただくとともに、社会から
信頼される企業となる

当社の取組み・情報を
発信する

広
報

効果手法目的役割



7

３．社会とのコミュニケーション

ｏ 当社の経営課題をお客さまにご理解いただくため、体系的な「広
聴」「コミュニケーション」「広報」の各活動のあり方について、今後、
社内において、議論して参ります。

ｏ なお、現時点においての、当社の原子力に関する理解活動の分類
及び関連性は、本日の議題３（2）「社会とのコミュニケーションに関
する取組み」にて説明します。

広報、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、広聴を体系的に整理し
て本委員会に示すこと。それによって助言
の内容も変わってくる。

第4回
(H25.7.31）
意見④

ｏ 各ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の目的と実効性については、本日の第５回委員
会議題３（２）「社会とのコミュニケーションに関する取組み」にて、
取組み状況を説明します。

最新の取組み状況過去の委員会への報告内容

各ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の目的と実効性を明確
にした上で、さらなる推進を期待する。
（1）市民が何を知りたいか、関心事をﾀｲ
ﾑﾘｰに把握し、丁寧に説明できるよう
にしておくことが重要

（2）最近の理解活動資料は以前と比較
して分かり易くなっているが、更に、ど
のような方策を用いれば情報を伝え
ることができるかを検討されたい。

（3）九電の広報は、「知らせたい広報」と
「知りたいことに答える広報」のうち、
依然として前者に偏っている印象。こ
ういう時期には市民が知りたいことに
答える広報が大事。

（4）ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの取組みは、手段が目
的化しているようで、ＰＤＣＡのＰの立
て方を再検討していただきたい。Ｐは、
何を行うかにとどまらず、その活動で
どのような状況を達成するかが重要。

第4回
(H25.7.31）
助言③

提言（助言・意見）内容

① コミュニケーションの考え方に関する事項(2/2)
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３．社会とのコミュニケーション

※ 本日の議題３（２）「社会とのコミュニケーションに関する取組み」
にて説明します。

【記者関心事の把握とその対応】

ｏ 記者関心事の把握、勉強会・見学会の取組みは、
適宜継続して実施中です。

【記者との信頼関係構築】

ｏ 記者との信頼関係を構築するために、
・日常における当社担当記者との対話・懇談
・経営層と、当社記者や報道局長ｸﾗｽ等との懇談
などに取り組むほか、定例的に報道各社に出向き、信頼関係を高
めていくよう努めています。

ｏ 発電所見学の際には、安全対策の実施状況をご覧いただく見学
ルートを設定し、ご案内しています。

ｏ 展示館における説明についても、次のような工夫をしています。
＜川内原子力発電所展示館＞
・展示用ジオラマに海抜表示や安全対策で配備した仮設ポンプ・
ホースの保管エリアを表示して紹介します。

＜玄海エネルギーパーク＞
・展示室から実際に配備している高圧発電機車や重機類をご覧い
ただき、説明を実施します。

最新の取組み状況

日常の記者発表や取材対応等の機会において、記者
の関心事の把握を行うとともに、当社が正確かつ丁寧
に説明することを通じて、当社への理解を深めていた
だくなど、相互の信頼関係の構築に努めています。
当社の状況や記者の関心度合い等を勘案しながら、
勉強会や見学会も適宜企画しており、最近では、各県
の経済記者ｸﾗﾌﾞを対象とした「再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰに関
する勉強会」、「今夏の電力安定供給に向けた取組み
などに関する記者勉強会」、 「中央給電指令所見学
会」、「川内原子力発電所における安全対策実施状況
等の施設見学及び取材対応」等を行っております。
今後とも、本委員会で頂いた意見等を参考にしつつ、
あらゆる機会を利用して記者の関心事項等を把握し、
継続して互いの信頼性を高める取組みを積極的に推
進して参ります。

原子力の安全に関する情報発信は、常にお客さまから
見て分かり易い内容となるよう、適宜改善を図っていま
す。

過去の委員会への報告内容

広報内容には難しい内容も含まれている場
合もあるので、配布だけではなく、必要に応
じて対面の説明を行うことを今後とも継続さ
れたい。相手が求めているものを把握し、
その要求に適切に対応する必要がある。

第4回
(H25.7.31）
意見③

これまでの記者会見、懇談会に加え、記者
の関心事に応えたり、互いの信頼性を高め
るための活動にも工夫をされたい。

第3回
(H25.3.29）
助言⑦

原子力安全対策の説明にあたっては、市民
が知りたい情報の説明方法や発電所の見
学者対応の展示方法等、市民の視点から
理解しやすくする施策を工夫されたい。

第2回
(H24.12.14)
意見②

提言（助言・意見）内容

② コミュニケーションの手法に関する事項
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４．全般

(安全第一について)
ｏ 当社は、安全は何物にも優先するという考えのもと、「九州電力グループ行動憲章」
（H17.1制定）において、当社のみならずグループ会社まで含めた安全文化の醸成を示し
ています。
また、夏・冬季の安全推進期間等には安全第一の徹底に関する基本的考えをﾄｯﾌﾟﾒｯ
ｾｰｼﾞとして表明し、「経営トップのコミットメント」により、「組織や個人が安全を最優先する
気質や気風＝安全文化」を醸成しています。

ｏ このような考えのもと、当社は、更に安全文化を発展させる取組みを継続的に推進して
おり、今年度は、具体的に以下のような取組みを実施しています。
・ H25年度第1回保安推進委員会及び経営会議において、「H24年度の保安活動状況
とH25年度の取組みについて」を経営層へ報告(H25.6)
・ 上記委員会において、H24の災害発生状況を踏まえた、災害の再発防止のための
取組み強化事項について審議・決定のうえ、全社大にて展開。(H25.6)
・ 第61回夏季安全推進期間の実施にあたり、社達を制定し社長ﾒｯｾｰｼﾞによる従業員
等へ「安全第一」の意識付けを実施(H25.6)

ｏ 安全の取組みに終わりはなく、今後とも社外の知見等も活用しながら、安全文化を更に
高めて参ります。

（市民視点について）
ｏ ﾒｰﾙ問題の反省点として、「お客さまへの安定供給」を優先するがあまり、そのような行
為が、結果としてお客さまにどのように受け止められるのかという、「お客さま・社会の視
点」から自分たちの行動を確認することができていなかったと評価・分析しています。

ｏ 今後は、お客さまの声に対する感度を更に向上させていくとともに、お客さま視点で、
「お客さまとともに」を基本に取り組む考えであり、主に以下のような取組みを推進してい
ます。

① 「新しい九州電力の再構築」に向けた検討課題の一つに、「お客さまﾆｰｽﾞを把握し、
経営や業務改善に更に有効に活用すること」を掲げ、お客さまの声を経営や業務改
善に活かす仕組みについて、本年６月に検討を開始。(P.6(1)「お客さまの声の分析に
ついて」参照）

② また、本年９月に経営層ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催し、役員がこれからのお客さま第一主義
の経営や、お客さま・社会との双方向ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについて議論

ｏ この市民視点については、従業員の意識面も大事であると考えており、このような企業
風土が根付くよう、「経営ﾄｯﾌﾟ層と社員との対話（全108事業所で実施中）において、従業
員への浸透を図って参ります。

最新の取組み状況

（安全第一について）
当社は、社長ﾒｯｾｰｼﾞによる従業員等へ
「安全第一」の意識付け、社員、委託・請
負先の安全教育、安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施な
ど、安全を優先した業務運営を推進して
いますが、安全の取組みに終わりはなく、
本委員会からの意見等も頂きながら、
更に安全文化を発展させる取組みを継
続的に推進して参ります。

（市民視点について）
当社は、『中期経営方針（H25～27）』に
おいて、お客さま視点の業務運営推進
を明確化していますが、今後は、お客さ
ま視点に立ちながら、お客さまﾆｰｽﾞを把
握し、更に経営に活かしていくことが必
要です。このため、本委員会の提言等を
受け、新たに「お客さまﾆｰｽﾞを把握し、
経営や業務改善に更に有効に活用する
検討」を開始したところです。
こうした取組みにより、お客さまの声を
経営や業務改善に活かしていくだけで
はなく、お客さまの声に社員が真摯に向
き合う組織風土を構築して参ります。

過去の委員会への報告内容

「安全第一、市民視点」という視点
を九電の経営に活かすためには、
議論を行う際に常にその視点を意
識し、作成した資料に関してもその
視点での構成や表現になっている
かに留意することが必要である。
資料に国・自治体・当社の動向を記
載しているが、社会の動向という視
点が抜けている。資料の作り方とい
うより、九電は社会の動きを見ると
いう意識をしっかり持つことが大事。
2005年の動員問題について、市民
視点で、何が問題であり、どう対応
したのかが明確にできていない。

第3回
(H25.3.29）
助言①

提言（助言・意見）内容
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〔本委員会からの提言について〕
ｏ 本委員会の活動状況については、経営会議に報告し(H25.1､H25.8の２回）、提言につい
ては、原子力の業務運営に限らず、経営への反映や業務運営の改善などに努めていくこ
ととしています。

ｏ なお、関係本部に対し、本委員会からの意見への取組みについて以下の指示を出して
います。

ｏ 今後とも、更に一段高いﾚﾍﾞﾙに向け、頂いた提言を関係本部を中心に検討し、改善に
役立てていきます。（ﾊｰﾄﾞﾙが高いものについては、その背景等についてご説明します）

〔お客さまと社員間の意識のｷﾞｬｯﾌﾟについて〕
ｏ 現在、当社では、お客さまと社員間の意識のｷﾞｬｯﾌﾟを直接測るアンケート調査項目は設
定しておらず、本提言を受け、例えば、「お客さまの意識調査」等において、従業員の意識
調査と関連した調査項目を設定するなどにより、お客さまと社員間の意識のｷﾞｬｯﾌﾟを分析
し、原因を測定する方法を検討して参ります。
（調査項目の例）信頼再構築の取組みに対する評価 など

ｏ また、お客さまの声に対する社員の意識については、現在検討中の 「お客さまﾆｰｽﾞを
把握し、経営や業務改善に更に有効に活用する検討」(P.9「市民視点について」参照）の
なかで、具体的な意識向上策を検討していきます。

ｏ 今後とも、情報発信やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝにあたっては、そのｷﾞｬｯﾌﾟを意識し、ｷﾞｬｯﾌﾟの縮小に
努めて参ります。

提言への対応については、更
に一段高いﾚﾍﾞﾙに向けて何が
足りないか、さらなる工夫・努力
の必要性はないか等、企業風
土改善に向けて多様な視点で
検討されたい。
・ 大事なことは、世の中にど
う説明するか。会社と社会
に意識のｷﾞｬｯﾌﾟがないよう
にすることが重要。ｷﾞｬｯﾌﾟが
何故起きているか整理し、
ｷﾞｬｯﾌﾟを埋めることが必要。

・ 社員の意識変化と共に、社
員と社外の意識にどのくら
い差があるかが問題。世間
から九電がどう見られてい
るか意識すること。

第4回
(H25.7.31)
助言①

ｏ 本事象以降、原子力施設におけるﾄﾗﾌﾞﾙは、原子力関連設備も含め発生していません
が、引き続き、原子力関連設備も含めたﾄﾗﾌﾞﾙの未然防止に努めて参ります。

今回事象の原因は、工事対象の当社通信機
器を防災ﾈｯﾄﾜｰｸに接続したままの状態で作
業実施したことによるもので、市民、関係者
に、ご迷惑ご心配をおかけしたことを深くお
詫びし、このような事象が二度と発生しない
よう、原子力関連設備も含めたﾄﾗﾌﾞﾙの未然
防止に努めて参ります。

原子力施設における通信ｼｽﾃﾑ
ﾄﾗﾌﾞﾙの件は、信頼性の観点か
らは重要なことであるため、今
後こういうことがないようにして
ほしい。

第3回
(H25.3.29）
意見②

ｏ 当社では、毎年、業務のＰＤＣＡを確実に回し、重要な業務活動については、確実かつ
効果的に実施されるよう、経営層によるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等を実施しています。

ｏ 今後とも、ＰＤＣＡ経営管理ｻｲｸﾙ等が形骸化しないよう、例えば、経営層による各本部
の重点課題ヒアリングや、経営層がリスクについて話し合う機会を設けるなど、適宜、改
善を図って参ります。

ｏ 今後とも、業務活動の実効性向上に向け取り組んで参ります。

当社では、毎年、業務のＰＤＣＡを確実に回
し、特に重要なものについては、経営層によ
るﾋｱﾘﾝｸﾞや、ﾘｽｸのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等により、各活
動が更に有効に機能するよう取り組んでい
るところです。
今後とも、今回頂いた提言を念頭に、業務活
動が形骸化しないよう取り組んで参ります。

重要な業務活動に関しては、原
子力の安全に関わる業務以外
でも、業務の改善を確実により
効果的に行うため、その活動が
形骸化しないように留意された
い。

第3回
(H25.3.29）
意見①

最新の取組み状況過去の委員会への報告内容提言（助言・意見）内容

４．全般

「新しい九州電力の再構築」に向け、本委員会における社外からの幅広い意見につ
いては、積極的に経営及び業務運営全般に活用すること。
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ｏ 経営資源の配分については、あらゆる面で効率化を徹底しつつ弾力的な運用に努めています。
本年度も、原子力部門が設備の安全対策に集中できるよう、具体的に以下のような取組みを進
めています。

ｏ 今後とも、全社最適の観点から、原子力部門が設備の安全対策に集中できるよう、経営資源
の柔軟な配分に努めて参ります。

最新の取組み状況過去の委員会への報告内容

原子力の再稼動の問題は、安定供給の観点
から重要な問題であると思っている。そういう
意味では、原子力部門の問題ではなく、九電
全体の問題として人員ほか経営資源の再配
置を経営問題として検討されたい。

第4回
(H25.7.31)
意見①

提言（助言・意見）内容

４．全般

・原子力発電所の安全対策への費用の集中配分資 金

・ 原子力発電所の安全対策への人員の集中配分

・ 理解活動の体制強化（原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門の増員）

・ 危機管理部署を中心とした福島事故調報告書等の分析及び防災
訓練の計画・実施

・ 各支社・事業所まで一体となった理解促進活動の取組み

・ 安全対策に係る国への提出資料の社内ﾁｪｯｸの応援

人 員


